様式第１号（第４条関係）
　　　年　　月　　日

（あて先）宝塚市長

申請者　住　所                                          
　法人名(屋号)・連携体名 　　　　　   　　　　　　　 
氏名(代表者名)  　　　　　　　　　　　　　　　　
※本人が自署しない場合は記名押印してください。　　　　
　
連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宝塚市新ビジネスモデル等創出支援補助金交付申請書

次のとおり補助金の交付を受けたいので、補助金等の取扱いに関する規則第４条及び宝塚市新ビジネスモデル等創出支援補助金交付要綱第４条の規定により申請します。

記

１　補助対象経費の合計　　　　　　　　　　　　　　　　円（Ａ）
２　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　円（Ｂ）
３　補助事業着手（予定）日　　　　　年　　　月　　　日

４　添付書類

　（１）　事業計画書（様式第１－①）

　（２）　収支予算書（様式第１－②）

　（３）　暴力団排除に関する誓約書（様式第１－③）

　（４）　直近の確定申告書または履歴事項全部証明書（発行日から６ヶ月以内のもの）

　（５）　その他市長が必要と認めるもの
　　※連携体での申請で、その構成員である事業者が他市内で納税されている場合は
納税地の市役所から発行される未納の税額が無いことの証明が必要
（様式第１－①）
事業計画書
法人・連携体名　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　申請者の概要

	代表企業
代表者
名称・屋号等
	（フリガナ）


	HPのURL
	

	主たる業種
	

	常時使用する従業員数
	人
	代表者の
設立年月日（西暦）
	年　　月　　日

	担当者情報等
	（フリガナ）
氏名
	
	役職
	

	
	住所
	（〒　　－　　　）


	
	電話番号
	
	携帯電話番号
	

	
	FAX番号
	
	メールアドレス
	


（連携体の場合）すべての構成員
	企業代表者名・個人事業主名
	業種・店名等
	担当者・連絡先

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


【単独・連携体関わらず記入】
市税及び国民健康保険税等の納税状況について、市長が関係当局に報告を求めることへの同意欄（代表者・構成者全員記入、ただし市外の事業者の場合は下記に記入せず納税地の市役所の「未納の税額のないことの証明」を提出）　　　※本人が自署しない場合は記名押印
記入日　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　企業代表者名・個人事業主名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　申請内容
	1 プロフィール
（申請者の概要、経営方針等）
（経歴、経験）

（保有するノウハウ・資格・技術・特許・人的ネットワーク等）
（現在の市場動向）
（その他）


	2 申請者の強み、弱み


	3 現在の置かれている状況、経済・社会情勢の変化に伴い予見されるまたは実際に生じている影響。（具体的に記入すること）



	事

業　
戦略
）
別紙を活用しても構いません
（
	【今回の申請で取り組む事業、ビジネスモデル名】


	
	【実施する内容・ニーズの見込み・構築するまでスケジュール】
※申請者にとっての新規性・挑戦的要素やこのビジネスモデルが先駆的である場合、そのことについてもご記載ください。


	
	【本事業が地域産業に与える影響】



	
	【連携体で実施することによる、また単独申請の場合でも周辺事業者や協力者と共同実施することによる相乗効果があれば記入してください】



	年度
	事業計画・実施体制

	令和５年度
	

	
	収入　①
	支出　②
	収支　①－②

	
	円
	円
	円

	令和６年度
	

	
	収入　①
	支出　②
	収支　①－②

	
	円
	円
	円

	令和７年度
	

	
	収入　①
	支出　②
	収支　①－②

	
	円
	円
	円


３　新たなビジネスモデル等構築後の事業・収支計画
※新たなビジネスモデルについて記入してください。ただし、新たなビジネスモデルのみの収支が算出できない場合や、新たなビジネスモデル単独で採算をとるものではなく、他事業に与える好影響をもって採算をとる場合は、他の事業を含めた収支、または、事業所・連携体全体の収支をご記入ください。

（様式第１－②）
収支予算書

　１－１　収入の部

	科目名
	収入額
	備考

	自己資金
	円　
	

	市補助金
※１
	円　
	市補助金（補助金額計算「（Ｂ」から転記）

	金融機関からの借入金
	円　
	

	その他
	円　
	

	
	円　
	

	
	円　
	

	合計
※１
	円　
	


※１　収支の計は一致する。
１－２　支出の部
	科目名
	総事業費
	補助対象経費
（税抜き）
	備考

	備品購入費
	円　
	円　
	

	消耗品費
	円　
	円　
	

	改装費
	円　
	円　
	

	役務費
	円　
	円　
	

	開発費
	円　
	円
	

	委託費
	円　
	円　
	

	広告費
	円　
	円　
	

	人件費
（ビジネスモデル等の構築にかかる臨時的な人件費に限る。）
	円　
	円　
	

	合計
※１
	円　
	（Ａ）　　　　　　
円　

　
	

	補助金交付申請額＝（Ａ）×１／２
（上限２００万円、千円未満切り捨て）
	（Ｂ）　　　　　　
円　


※１　収支の計は一致する。
※　経費内訳書にもご記載ください。

経費内訳書
※経費の科目が複数にわたる場合はコピーし使用してください。
科目名　　　　　　　　　　　　　　　　　
	項目・品目名
	金額（税込）
	構築における
用途詳細
	資料番号
（見積書等添付資料右肩に番号を記載）

	
	円　
	
	①

	
	円　
	
	②

	
	円　
	
	③

	
	
	
	

	
	
	
	


（様式第１－③）

　　 年　　 月　　 日
（あて先）宝塚市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者

住所 　　　　　　　　　　　　　　　　　

法人名（屋号）　　　　　　　　　　 　　

氏名（代表者名）　　　　　　　　　　　印
暴力団排除に関する誓約書

私は、宝塚市が「宝塚市暴力団の排除の推進に関する条例」（以下「暴力団排除条例」という。）及び「宝塚市等の事務等からの暴力団等の排除の推進に関する要綱」（以下「暴力団排除要綱」という。）に基づき、貴市が行うすべての補助金の交付等からの暴力団を排除していることを認識したうえで、補助金の交付を受けるとともに、下記のとおり誓約いたします。
なお、これらの事項に反する場合、補助金交付の中止や返還命令等、貴市が行う一切の措置について異議の申し立てを行いません。

記

１　暴力団排除条例第２条第１号の暴力団、第２号の暴力団員、第３号の暴力団密接関係者（以下「暴力団等」という。）に該当しません。
２　暴力団排除要綱第５条により兵庫県宝塚警察署長（以下「署長」という。）へ照会を行うことに合意し、貴市の求めに応じ速やかに役員等名簿を提出します。

３　補助金の交付に伴い、暴力団等から暴力団排除要綱第１０条第１項に規定する不当介入（以下「不当介入」という。）を受けたときは、貴市に報告するとともに、警察に届け出て、捜査上必要な協力を行います。

４　暴力団等に該当することが明らかになった場合、署長からの回答等の内容について、外郭団体等を含む貴市関係部局が情報を共有すること、並びに暴力団排除要綱に従い措置対象者名等について公表を行うことについて承諾します。
